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土砂災害警戒避難情報提供事業費
１ 事業概要

本事業は、土砂災害に対する市町村の避難勧告等の発令や住民等の自主避難に資す
るため、土砂災害防止法に基づき土砂災害のおそれのある区域を調査し（基礎調査）、
土砂災害警戒区域等を指定するとともに、土砂災害危険度情報を提供するものである。
また、近年全国各地で頻発する大規模土砂災害において課題が浮き彫りとなった

「住民の避難行動」を促す対策として、住民等が自ら適切な避難行動を行うことがで
きるように、地域住民や小学校、要配慮者利用施設等を対象に、土砂災害に関する学
習会や避難訓練等を実施し、防災意識の向上を図る。

２ 事業内容

○ 土砂災害警戒区域等の指定：平成28年2月に1巡目の指定完了

土砂災害警戒区域5,146箇所 土砂災害特別警戒区域3,510箇所

○ 土砂災害警戒システムの整備：平成28年3月に運用開始

土砂災害警戒区域、土砂災害危険度情報等をインターネットで情報配信

○ 令和3年度事業内容：2巡目の基礎調査の実施

土砂災害広報啓発（土砂災害に関する出前授業の実施等）

砂防・災害対策課 砂防企画担当
TEL：023-630-2614

土砂災害警戒区域等の指定（基礎調査）

土砂災害警戒システムによる土砂災害危険度情報等の提供

⼟災害警戒区域等指定範囲（イメージ図）

⼟⽯流 急傾斜地の崩壊 地すべり

拡⼤表⽰

⼟砂災害警戒区域等 ⼟砂災害危険度情報

17


